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所 属 氏  名 職  名 

黒目俊策 出雲市総務部長 

児玉進一 出雲市総務部次長 出雲市 

山田俊司 出雲市総務部合併推進課長 

荒木 隆 平田市総務部長 

松田隆昭 平田市総務部総務課長 平田市 

川瀬 新 平田市総務部総務課合併推進室長 

富岡俊夫 斐川町参事 
斐川町 

高田茂明 斐川町ふるさとデザイン課合併推進室長 

佐田町 大谷昌武 佐田町合併対策室長 

石飛正登 多伎町総務課長 
多伎町 

森脇悦朗 多伎町総務課地域振興室長 

湖陵町 森山 均 湖陵町総務課長 

大社町 影山雅夫 大社町広域振興課長 

 

 

出 雲 地 区 合 併 協 議 会 事 務 局 職 員 名 簿  

役  職 氏  名 所属市町 備考 

事務局長 妹尾克彦 出雲市 総括 

参  与 柴田政樹 島根県総務事務所 専門的助言・調整 

事務局次長 坂本純夫 平田市 総務班・計画班担当 

事務局次長 石田 武 大社町 調整１班・２班・３班担当 

総務班長 三浦俊明 多伎町 庶務・広報、会議運営 

計画班長 建部敏紀 斐川町 新市建設計画、財政計画関係 

調整１班長 今岡範夫 湖陵町 総務・企画、財政、議会、消防関係 
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金築教治 平田市 

調整２班 原 康正 平田市 

調整３班 小村裕二 斐川町 
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第 1 0 回 出 雲 地 区 合 併 協 議 会 会 議 次 第  

日時：平成 15 年 9 月 26 日（金）午後 3 時～ 

場所：出雲市今市町北本町 出雲交流会館 多目的室 

１ 開 会 

２ 会長あいさつ 

３ 会議録署名委員の指名について 

４ 議 事 

(１) 報告事項 

報告第 45 号 第１小委員会報告について 

報告第 46 号 第２小委員会報告について 

報告第 47 号 第３小委員会報告について 

   

(２) 議案事項 

議案第 60 号 消防、救急の取扱いについて 

（協議第 52 号 第 1 小委員会付託） 

議案第 61 号 各種事務事業（交通政策関係）の取扱いについて 

（協議第 53 号 第 1 小委員会付託） 

議案第 62 号 各種事務事業（男女共同参画関係）の取扱いについて 

（協議第 54 号 第 1 小委員会付託） 

議案第 63 号 各種事務事業（環境関係その２）の取扱いについて 

（協議第 55 号 第 2 小委員会付託） 

議案第 64 号 各種事務事業（生涯学習関係その１）の取扱いについて 

（協議第 56 号 第 2 小委員会付託） 

議案第 65 号 各種事務事業（観光商工関係その３）の取扱いについて 

（協議第 57 号 第 3 小委員会付託） 

議案第 66 号 各種事務事業（建設関係その２）の取扱いについて 

（協議第 58 号 第 3 小委員会付託） 
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議案第 67 号 各種事務事業（建築・景観関係）の取扱いについて 

（協議第 59 号 第 3 小委員会付託） 

議案第 68 号 各種事務事業（上下水道関係その５）の取扱いについて 

（協議第 60 号 第 3 小委員会付託） 

議案第 69 号 各種事務事業（上下水道関係その６）の取扱いについて 

（協議第 61 号 第 3 小委員会付託） 

議案第 70 号 各種事務事業（上下水道関係その７）の取扱いについて 

（協議第 62 号 第 3 小委員会付託） 

議案第 71 号 各種事務事業（上下水道関係その８）の取扱いについて 

（協議第 63 号 第 3 小委員会付託） 

議案第 72 号 各種事務事業（上下水道関係その９）の取扱いについて 

（協議第 64 号 第 3 小委員会付託） 

議案第 73 号 各種事務事業（上下水道関係その１０）の取扱いについて 

（協議第 65 号 第 3 小委員会付託） 

議案第 32 号 議会議員の定数及び任期の取扱いについて【継続協議】 

（協議第 8 号 新市議会制度検討小委員会付託） 

 

(３) 協議事項 

協議第 42 号 国民健康保険事業の取扱い（その１）について 

（第 2 小委員会付託） 

各種事務事業（新エネルギー・省エネルギー関係）の取扱い 協議第 66 号 

について （第 1 小委員会付託） 

 

５ 閉 会 

 

 

◇ 次回協議会 ◇ 

第 11 回：平成 15 年 10 月 15 日（水）14:00～17:00 出雲交流会館 多目的室 
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第 １ ０ 回 出 雲 地 区 合 併 協 議 会 会 議 録 署 名 委 員  

 

 議会委員 学識経験委員 

第１０回 多 伎 町 湖 陵 町 

氏   名   
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報告第 45 号  

 

 第１小委員会について、次のとおり報告する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出雲地区合併協議会 

会長 西  尾  理  弘 

 

 第１小委員会報告について 

 出雲地区合併協議会小委員会設置規程第７条の規定に基づき、第９回

第１小委員会を開催したので、別紙のとおり報告する。 
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第 ９回  第１ 小委員会開催内容 

 

１．日時：平成１５年９月１６日（火）17:00～19:00 

２．場所：出雲市今市町北本町 出雲交流会館多目的室 

３．議題： 

（１）合併協定項目１６「消防、救急の取扱いについて」 

・消防団の組織について議論があり、調整案では地域に密着した消防団

の組織が見えないため、当面現行のとおり移行することによる合併時

までの指揮命令系統の確立と、新市において見直しをする時は、地域

の実情や常備消防の状況を総合的に勘案し、周辺部の地域住民に不安

を与えないような適正な組織を検討することとし、調整方針を加筆修

正することとした。その他の項目については、原案のとおり確認され

た。 

 

（２）合併協定項目２４「各種事務事業（交通政策関係）の取扱いについて」 

・交通政策（飛行機、空港）について、行政側の取り組みとして利用促

進、整備拡充に努めることは分かるが、整備拡充については空港周辺

住民には反対の団体もあることから、地域住民に配慮した中での要望

活動とすることとし、調整方針を加筆修正することとした。その他の

項目については、原案のとおり確認された。 

 

（３）合併協定項目２４「各種事務事業（男女共同参画関係）の取扱いについ

て」 

・原案のとおりの方針で良い旨確認された。 
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報告第 46 号  

 

 第２小委員会について、次のとおり報告する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出雲地区合併協議会 

会長 西  尾  理  弘 

 

 第２小委員会報告について 

 出雲地区合併協議会小委員会設置規程第７条の規定に基づき、第９回

第２小委員会を開催したので、別紙のとおり報告する。 
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第 ９ 回  第 ２ 小 委 員 会 開 催 内 容  

 

１．日時：平成１５年９月１７日（水）17:00～19:00 

２．場所：出雲市今市町北本町 出雲交流会館多目的室 

３．議題： 

（１）合併協定項目２４「各種事務事業（環境関係その２）の取扱いについ

て」 

・環境団体等への助成、環境衛生組合補助金については、現行のとお

り新市に引き継ぐが、環境問題への取り組みが一層推進されるよう、

行財政改革の観点も考慮しつつ、新たな制度を検討されたいとの意

見を踏まえ、原案のとおりでよい旨確認された。 

・共同墓地使用料については､永代使用料という性格上、原案のとおり

でよい旨確認された。 

・平成１６年度新設される平田･斐川火葬場を含め原案のとおりでよい

旨確認された。 

    ・犬の登録手数料､注射済み票交付手数料については、原案のとおりで

よい旨確認された。 

 

（２）合併協定項目２４「各種事務事業（生涯学習関係その１）の取扱いに

ついて」 

    ・図書館事業については、前回の協議会での意見も踏まえ協議した結

果、住民に対してより良いサービス提供をする中で調整されること

を踏まえ、原案のとおりでよい旨確認された。 
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報告第 47 号  

 

 第３小委員会について、次のとおり報告する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出雲地区合併協議会 

会長 西  尾  理  弘 

 

 第３小委員会報告について 

 出雲地区合併協議会小委員会設置規程第７条の規定に基づき、第 10 回

及び第 11回第３小委員会を開催したので、別紙のとおり報告する。 
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第 10 回  第 ３ 小 委 員 会 開 催 内 容  

 

１．日時：平成１５年９月１７日（水）17:00～19:00 

２．場所：出雲市渡橋町 出雲ロイヤルホテル 飛鳥の間 

３．議題： 

（１）合併協定項目２４「各種事務事業（観光商工関係その３）の取扱いに

ついて」 

・既存の工業団地に、かなりの面積の未分譲地がある中で、新規の造

成計画を引き継ぐことに財政的な面から慎重に検討すべきとの意見

があったが、新市において未分譲地への企業誘致対策を積極的に進

めるべきとの意見を踏まえ、原案のとおり確認された。 

 

（２）合併協定項目２４「各種事務事業（建設関係その２）の取扱いについ

て」 

・道路整備及び港湾使用料については、原案のとおりでよい旨確認さ

れた。 

 

（３）合併協定項目２４「各種事務事業（建築・景観関係）の取扱いについ

て」 

・建築確認申請及び景観関係については、原案のとおりでよい旨確認

された。 

 

（４）合併協定項目２４「各種事務事業（上下水道関係その５）の取扱いに

ついて」 

・上水道事業に係る審査手数料等については、原案のとおりでよい旨

確認された。 

 

（５）合併協定項目２４「各種事務事業（上下水道関係その６）の取扱いに

ついて」 

・簡易水道事業に係る審査手数料等については、原案のとおりでよい

旨確認された。 

 

（６）合併協定項目２４「各種事務事業（上下水道関係その７）の取扱いに

ついて」 

・財政計画に整備方針に基づく事業費が盛り込まれていることを確認

し、住民の関心の高い事業であることから、普及率目標の達成に向

けて、引き続き事業の推進を図るべきとの意見を踏まえ、原案のと

おりでよい旨確認された。 
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（７）合併協定項目２４「各種事務事業（上下水道関係その８）の取扱いに

ついて」 

・公共下水道事業に係る分担金及び使用料については、原案のとおり

でよい旨確認された。 

 

（８）合併協定項目２４「各種事務事業（上下水道関係その９）の取扱いに

ついて」 

・農（漁）業集落排水事業に係る分担金及び使用料については、原案

のとおりでよい旨確認された。 

 

（９）合併協定項目２４「各種事務事業（上下水道関係その 10）の取扱いに

ついて」 

・市町村設置型合併処理浄化槽の使用料については、公共下水道及び

集落排水事業との均衡が保たれるべきとの意見を踏まえ、原案のと

おりでよい旨確認された。 

 

 

 

 

第 11 回  第 ３ 小 委 員 会 開 催 内 容  

 

１．日時：平成１５年９月１９日（金）17:00～19:00 

２．場所：出雲市今市町北本町 出雲交流会館多目的室 

３．議題： 

（１）合併協定項目１０「農業委員会委員の定数及び任期の取扱いについて」 

・農業委員会との意見交換会やこれまでの協議を踏まえ、引き続き調

整案が検討された。農業形態の違いや地域事情などから複数ある調

整案の絞込みを行い、大筋での合意が得られたので、今後、最終確

認を行った上、10 月 15日の合併協議会に、小委員会案を報告するこ

とが確認された。 
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議 案第 60 号  

 

 消防、救急の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出 雲 地 区 合 併 協 議 会 

会長 西  尾  理  弘  

 

 消防、救急の取扱いについて（協議第 52 号 第 1 小委員会付託） 

 合併協定項目１６．消防、救急の取扱いについては、次のとおりとす

る。 

 

１ 消防本部庁舎の位置 

  消防本部庁舎の位置は、出雲市渡橋町２５３番地１（出雲市外４町

広域消防組合消防本部の庁舎）とする。なお、平田市消防本部庁舎並

びに大社町消防本部庁舎は、それぞれ消防署庁舎とする。 

 

２ 組織機構等 

  組織機構については、消防本部は合併時に統合し、消防署は住民の

混乱や安全確保の低下を招かないため、現行のとおり移行し、１本部、

３消防署、３分署体制とする。ただし、新市において、各署の災害発

生状況や高速道路等の整備状況に基づき、人員の適正配置に配慮しつ

つ、均衡のとれた消防組織について検討する。なお、東部分署につい

ては、消防、救急出場回数が非常に多いことから、平成 17 年度から消

防署へ移行し、人員体制及び車両等の機能強化を図る。また、出場計

画については、消防活動の一体性を図るため、合併時に統一する。 

 

３ １１９番受信及び通信指令 

  １１９番受信については、現行のとおり移行し、通信指令について

は、合併時において混乱や安全確保の低下を招かないために３消防署

間をホットライン（ＮＴＴ専用回線）で結ぶことにより連携を図る。

なお、円滑な消防救急体制の実現に向け、合併後速やかに現在の出雲

市外４町広域消防組合のシステムに統一する。 

 

４ 消防団の組織 

  消防団については、合併時に統合する。ただし、組織については当
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面現行のとおり移行し、新市において地域の実情や常備消防の状況を

総合的に勘案した、適正な組織体制を確立する。なお、合併時までに

災害時の対応に支障をきたさぬよう、指揮命令系統など有事即応体制

を検討する。 
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議 案第 61 号  

 

 各種事務事業（交通政策関係）の取扱いについて、次のとおり提案す

る。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出 雲 地 区 合 併 協 議 会 

会長 西  尾  理  弘  

 

 各種事務事業（交通政策関係）の取扱いについて 

（協議第 53 号 第 1 小委員会付託） 

 合併協定項目２４．各種事務事業（交通政策関係）の取扱いについて

は、次のとおりとする。 

 

１ 電車 

交通政策（電車）については、「一畑電車沿線地域対策協議会」にお

ける検討結果に基づき、新市において、経営形態、運行形態及び公的

支援のあり方について検討する。 

 

２ バス 

交通政策（バス）については、住民の移動手段としての生活路線バ

ス運行は必要不可欠であり、現行のとおり新市に引き継ぐ。新市にお

いて、住民のニーズ、運行形態、料金設定等について十分検討し、路

線網等の総合的な調整を図るよう努める。 

 

３ 飛行機、空港 

  交通政策（飛行機、空港）については、現行のとおり新市に引き継

ぎ、出雲空港の利用促進を図るとともに、地域住民の理解を得ながら

整備拡充に努める。 

 

４ ＪＲ 

  交通政策（ＪＲ）については、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

 

５ 港湾 

  交通政策（港湾）については、現行のとおり新市に引き継ぎ、利用

促進に努める。 
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議 案第 62 号  

 

 各種事務事業（男女共同参画関係）の取扱いについて、次のとおり提

案する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出 雲 地 区 合 併 協 議 会 

会長 西  尾  理  弘  

 

 各種事務事業（男女共同参画関係）の取扱いについて 

（協議第 54 号 第 1 小委員会付託） 

 合併協定項目２４．各種事務事業（男女共同参画関係）の取扱いにつ

いては、次のとおりとする。 

 

 

１ 男女共同参画条例 

男女共同参画に係る条例については、「男女共同参画による出雲市ま

ちづくり条例」、「平田市男女共同参画基本条例」を参考に、新市にお

いて住民参画のもとで速やかに制定する。 

 

２ 男女共同参画施設 

男女共同参画に係る施設については、現行のとおり新市に引き継ぐ。

なお、施設の運営形態及び事業については、新市において調整する。 
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議 案第 63 号  

 

 各種事務事業（環境関係その２）の取扱いについて、次のとおり提案

する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出 雲 地 区 合 併 協 議 会 

会長 西  尾  理  弘  

 

 各種事務事業（環境関係その２）の取扱いについて 

（協議第 55 号 第 2 小委員会付託） 

 合併協定項目２４．各種事務事業（環境関係その２）の取扱いについ

ては、次のとおりとする。 

 

１ 環境団体等への助成 

  現行のとおり新市に引き継ぐ。 

  新市において、環境団体の新たな支援制度を策定する。 

 

２ 環境衛生組合補助金 

現行のとおり新市に引き継ぐ。 

今後とも、地域の環境問題やごみ問題への取り組みには市民の協力

が不可欠であり、行政と市民のパイプ役としての組織が必要である。

そうした組織や助成制度のあり方について、現行の出雲市環境衛生組

合を含め、新市において検討する。 

 

３ 共同墓地の使用料等 

  現行のとおり新市に引き継ぐ。 

 

４ 火葬場施設使用料 

出雲市の例により合併時に統一する。 

 

５ 犬の登録手数料、注射済み票交付手数料 

現行のとおり新市に引き継ぐ。 
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議 案第 64 号  

 

 各種事務事業（生涯学習関係その１）の取扱いについて、次のとおり

提案する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出 雲 地 区 合 併 協 議 会 

会長 西  尾  理  弘  

 

各種事務事業（生涯学習関係その１）の取扱いについて 

（協議第 56 号 第 2 小委員会付託） 

 合併協定項目２４．各種事務事業（生涯学習関係その１）の取扱いの

うち図書館事業については、次のとおりとする。 

 

１ 図書館 

現行のとおり新市に引き継ぎ、既設館及び今後整備される図書館を

含め、１つの図書館に中央館的機能を持たせながら、各館のネットワ

ーク化を図る。 

また、現在の公民館内に設置されている２施設については、地域住

民サービスの向上の面から図書館としての機能の拡充を図るよう新市

において検討する。 

 

２ 運営形態 

運営形態は異なっているが、現行のとおり新市に引き継ぎ、住民に

対してより良いサービスが提供できるよう新市において調整する。 

 

３ 開館時間 

現行のとおり新市に引き継ぎ、新市において合併後３年を目途に以

下のとおり統一する方向で調整する。 

    平日 ：      10時～19 時 

    土曜・日曜・祝日： 10時～18 時 

ただし、公民館内に設置されている２施設については、その施設の

都合を考慮する。 

 

４ 休館日 

現行のとおり新市に引き継ぐ。 
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５ 図書館協議会 

各館に図書館協議会を設け、地域利用者の幅広い意見を聞く機会を

設ける。 
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議 案第 65 号  

 

各種事務事業（観光商工関係その３）の取扱いについて、次のとおり提

案する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出 雲 地 区 合 併 協 議 会 

会長 西  尾  理  弘 

 

 各種事務事業（観光商工関係その３）の取扱いについて 

（協議第 57 号 第 3 小委員会付託） 

 合併協定項目２４．各種事務事業（観光商工関係その３）の取扱いに

ついては、次のとおりとする。 

 

１ 商工会議所・商工会の取扱い 

２市５町には、２つの商工会議所と５つの商工会があり、一本化が

望ましく、そのための調整に努める。なお、県が進める商工会のグル

ープ化についても、統合に向けた取り組みの一つとして、円滑に進展

するよう調整に努める。商工会議所・商工会補助金については、引き

続き交付することとし、新市において、事業内容等を精査し調整する。 

 

２ 中小企業金融対策 

各市町独自の制度については、現行のとおり新市に引き継ぎ、合併

後速やかに新たな制度を創設するよう調整する。また、島根県小規模

企業育成資金は、現行のとおり引き継ぐ。信用保証協会への資金の拠

出方法については、合併時までに県信用保証協会と調整を行う。 

 

３ 中心市街地活性化基本計画 

それぞれの基本計画及びＴＭＯ機関は、そのまま新市に引き継ぐ。 

 

４ 工業団地・新ビジネスパーク 

現行のとおり新市に引き継ぐ。 

 

５ 企業誘致に関わる優遇制度 

用地取得費に対する助成については、現行のとおり新市に引き継ぐ。

固定資産税に関する優遇措置については、合併時に、斐川町の制度を

基に新たな制度を設ける。ＩＴ関連企業立地促進助成については、新
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市において出雲市の制度を基に新たな制度を設ける。平田市の環境保

全、斐川町の緑化環境整備・福利厚生施設助成については、現行の制

度を引き継ぐ。 

 

６ 新ビジネス創業支援補助金 

出雲市及び平田市の制度を基に、新市において新たな制度を設ける。 

 

７ 起業家支援・企業化支援センター・貸工場 

斐川町の企業化支援センター及び貸工場については、現行のとおり

新市に引き継ぎ、企業化支援センター等を活用し、起業家支援事業の

充実を図る。 

 

８ 商工振興補助事業 

市町独自の補助事業については、現行のとおり引き継ぎ、その必要

性、有効性の観点から新市において検討する。県の補助制度に基づく

補助事業については、現行のとおり引き継ぎ統一する。 

 

９ 勤労者金融対策 

資金預託制度は、合併後統一し、預託額については、新市において

調整する。 

 

10 労働者福祉協議会補助 

現行のとおり補助制度を引き継ぎ、労働者福祉協議会が一本化され

るよう調整に努める。 

 

11 島根県東部勤労者共済会 

新市においても引き続き加入するよう調整する。 

 

12 雇用対策事業 

平田市雇用創出及び産業振興助成については、平成 17 年 3 月 31 日

まで現行のとおり引き継ぎ、雇用に関する助成制度については、平田

市の例を基に、新市において検討する。 
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議 案第 66 号  

 

各種事務事業（建設関係その２）の取扱いについて、次のとおり提案す

る。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出雲地区合併協議会 

会長 西  尾  理  弘 

 

 各種事務事業（建設関係その２）の取扱いについて 

（協議第 58 号 第 3 小委員会付託） 

合併協定項目２４．各種事務事業（建設関係その２）の取扱いについ

ては、次のとおりとする。 

 

１ 道路の整備方針及び計画 

現行のとおり新市に引き継ぎ実施し、新市において新市建設計画と

の整合を図りながら、合併後３年を目途に新たな計画を策定する。 

他事業に関連する道路整備については、現行のとおり新市に引き継

ぐ。 

 

２ 市道・町道の整備基準 

現行のとおり新市に引き継ぎ、合併後３年を目途に平坦部、山間部

等地域の実情にあわせて統一した基準を設ける。 

 

３ 港湾の占用料、使用料条例 

合併時に多伎町の例により新市に引き継ぎ、料金については、島根

県港湾施設条例の「甲港湾」の料金を準用する。           
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議 案第 67 号  

 

各種事務事業（建築・景観関係）の取扱いについて、次のとおり提案す

る。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出雲地区合併協議会 

会長 西  尾  理  弘 

 

 各種事務事業（建築・景観関係）の取扱いについて 

（協議第 59 号 第 3 小委員会付託） 

合併協定項目２４．各種事務事業（建築・景観関係）の取扱いについ

ては、次のとおりとする。 

 

１ 特定行政庁の設置 

合併時に組織の充実を図り、出雲市の例により、本庁で一括して建

築確認申請の受付、審査等を行う。 

 

２ 景観条例 

現行のとおり新市に引き継ぎ、新市において出雲市まちづくり景観

条例を基に、ふるさと島根の景観づくり条例との調整を図り、新市景

観条例を制定する。 

緑化助成制度については、現行のとおり新市に引き継ぎ、合併後３

年を目途に出雲市の例を基に、新たな緑化助成を制度化する。 

 

３ 築地松保全事業 

新市において、引き続き築地松景観保全対策推進協議会に加入する。 

斐川町の築地松保全助成事業については、現行のとおり新市に引き

継ぎ、合併後３年を目途に斐川町の例を基に、新たに制度化する。 
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議 案第 68 号  

 

各種事務事業（上下水道関係その５）の取扱いについて、次のとおり提

案する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出雲地区合併協議会 

会長 西  尾  理  弘 

 

 各種事務事業（上下水道関係その５）の取扱いについて 

（協議第 60 号 第 3 小委員会付託） 

合併協定項目２４．各種事務事業（上下水道関係その５）の取扱いの

うち、上水道事業については、次のとおりとする。 

 

１ 設計審査手数料及び給水装置工事事業者指定手数料 

合併時に出雲市・平田市の例により統一する。なお、平田市の道路

占用申請手数料及び給水装置工事設計手数料、大社町の給水装置工事

完了検査手数料及び消防演習の立会料については、合併時に廃止の方

向で調整する。 

 

２ 水道未普及地域解消事業 

平田市の例により統一する。ただし、合併後に実施する事業の地元

負担金については、関係市町の現行制度を参考として、合併までに調

整する。 

 

３ 配水管布設工事負担金 

合併時に出雲市の例により統一する。 
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議 案第 69 号  

 

各種事務事業（上下水道関係その６）の取扱いについて、次のとおり提

案する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出雲地区合併協議会 

会長 西  尾  理  弘 

 

 各種事務事業（上下水道関係その６）の取扱いについて 

（協議第 61 号 第 3 小委員会付託） 

合併協定項目２４．各種事務事業（上下水道関係その６）の取扱いの

うち、簡易水道事業については、次のとおりとする。 

 

１ 設計審査手数料及び給水装置工事事業者指定手数料 

設計審査手数料は、合併時に出雲市、平田市及び湖陵町（新設）の

例により統一する。平田市の道路占用申請手数料及び給水装置工事設

計手数料、佐田町及び多伎町の検査手数料、多伎町の設計手数料及び

開栓・閉栓・廃止手数料、湖陵町の給水装置の改造・修繕・撤去の手

数料、大社町の給水装置工事完了検査手数料並びに斐川町、佐田町及

び大社町の消防演習の立会料については、合併時に廃止の方向で調整

する。 

給水装置工事事業者指定手数料は、合併時に出雲市、平田市、佐田

町及び多伎町、湖陵町の新規分の例により統一し、多伎町の更新分に

ついては、合併時に廃止の方向で調整する。 

 

２ 水道未普及地域解消事業 

合併時にすでに実施中のものは、現行のとおりとし、合併後実施す

るものについては、平田市の例により統一する。ただし、合併後に実

施する事業の地元負担金については、関係市町の現行制度を参考とし

て、合併までに調整する。 

 

３ 配水管布設工事負担金 

合併時に出雲市の例により統一する。 
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議 案第 70 号  

 

各種事務事業（上下水道関係その７）の取扱いについて、次のとおり提

案する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出雲地区合併協議会 

会長 西  尾  理  弘 

 

 各種事務事業（上下水道関係その７）の取扱いについて 

（協議第 62 号 第 3 小委員会付託） 

合併協定項目２４．各種事務事業（上下水道関係その７）の取扱いの

うち、下水道事業については、次のとおりとする。 

 

１ 整備方針 

新市の下水道整備事業は、公共下水道事業、農（漁）業集落排水事

業等の集合処理方式及び合併処理浄化槽による個別処理方式により推

進することとし、島根県の新・全県域下水道化構想の目標普及率（平

成 22年 65%）を早期に達成するため、合併時から、年２%以上の普及率

向上を目指し計画的に整備を進めるよう調整する。計画の見直しや事

業推進にあたっては、島根県の新・全県域下水道化構想における各自

治体の目標普及率を尊重して事業を進めるよう調整する。 

 

２ 公共下水道基本計画 

合併時は現行のとおりとし、合併後２年を目途に計画の見直しを行

い、新計画を策定するよう調整する。 

 

３ 農（漁）業集落排水事業計画 

合併時は現行のとおりとし、建設事業に着手している地区について

は､速やかな完了に向け、事業の推進を図ることとする｡未着手の地区

については､合併後２年を目途に建設単価等の再調査を行い､著しく建

設単価が高騰する地区については､市町村設置型合併処理浄化槽の導

入も含めて計画を再検討する｡ 

 

４ 生活排水対策推進計画 

合併時は現行のとおりとし、合併後２年を目途に計画の見直しを行

い、集合処理地域以外の全地域及び公共下水道事業区域内の事業認可
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外の区域での整備計画を策定するよう調整する。 

 

５ 特別会計繰入金 

現行のとおり新市に引き継ぐ。 
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議 案第 71 号  

 

各種事務事業（上下水道関係その８）の取扱いについて、次のとおり提

案する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出雲地区合併協議会 

会長 西  尾  理  弘 

 

 各種事務事業（上下水道関係その８）の取扱いについて 

（協議第 63 号 第 3 小委員会付託） 

合併協定項目２４．各種事務事業（上下水道関係その８）の取扱いの

うち、公共下水道事業については、次のとおりとする。 

 

１ 受益者負担金の額と徴収猶予 

合併時までに供用を開始した区域については、現行のとおり新市に

引き継ぐ。 

合併後、供用を開始する区域については、合併時は現行のとおりと

し、合併後２年を目途に使用料等審議会に諮り受益者負担金に係る制

度を統一するよう調整する。 

 

２ 受益者負担金の前納と報奨金制度 

平成16 年度までに賦課を決定したものについては、現行のとおりと

し、平成 17 年度以降に賦課を行うものについては、出雲市の例により

統一するよう調整する。 

 

３ 使用料 

合併時は、現行のとおりとし、合併後２年を目途に使用料等審議会

に諮り、料金制度の基本理念を確立し､新料金制度を決定するよう調整

する。 
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議 案第 72 号  

 

各種事務事業（上下水道関係その９）の取扱いについて、次のとおり提

案する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出雲地区合併協議会 

会長 西  尾  理  弘 

 

 各種事務事業（上下水道関係その９）の取扱いについて 

（協議第 64 号 第 3 小委員会付託） 

合併協定項目２４．各種事務事業（上下水道関係その９）の取扱いの

うち、農（漁）業集落排水事業については、次のとおりとする。 

 

１ 受益者分担金の額 

建設事業が完了した地区及び合併時に建設事業が継続中の地区につ

いては、現行のとおり新市に引き継ぐ。合併後の新規事業地区につい

ては、平田市の例により、分担金の積算方法を統一するよう調整する。 

受益者分担金の徴収猶予等については、合併時に出雲市の例により

統一するよう調整する。 

 

２ 受益者分担金の前納と報奨金制度 

平成16 年度までに賦課を決定したものについては、現行のとおりと

し、平成 17 年度以降に賦課を行うものについては、出雲市の例により

統一するよう調整する。ただし、平田市の事業実施中の地区は現行の

とおりとする。 

 

３ 使用料 

合併時は現行のとおりとし、合併後２年を目途に、公共下水道使用

料の改定にあわせ、公共下水道事業と同一の内容に統一するよう調整

する。 

 

４ 農業集落排水事業排水設備工事資金助成 

合併時は現行のとおりとし、合併後２年を目途に廃止の方向で調整

する。 
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議 案第 73 号  

 

各種事務事業（上下水道関係その１０）の取扱いについて、次のとおり

提案する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出雲地区合併協議会 

会長 西  尾  理  弘 

 

 各種事務事業（上下水道関係その１０）の取扱いについて 

（協議第 65 号 第 3 小委員会付託） 

合併協定項目２４．各種事務事業（上下水道関係その１０）の取扱い

のうち、合併処理浄化槽事業については、次のとおりとする。 

 

１ 合併処理浄化槽設置事業費補助金 

合併時は現行のとおりとし、合併後２年を目途に新市生活排水対策

推進計画の策定にあわせて内容を検討し、統一するよう調整する。 

 

２ 合併処理浄化槽維持管理補助金 

合併時は現行のとおりとし、合併後２年を目途に新市生活排水対策

推進計画策定にあわせて内容を検討し、出雲市の例を参考に新たに制

度化するよう調整する。 

 

３ 市町村設置型合併処理浄化槽分担金の額 

合併時は現行のとおりとし、合併後２年を目途に新市生活排水対策

推進計画策定にあわせて内容を検討し、統一するよう調整する。 

 

４ 市町村設置型合併処理浄化槽使用料 

合併時は現行のとおりとし、合併後２年を目途に新市生活排水対策

推進計画策定にあわせて内容を検討し、統一するよう調整する。 
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議 案第 32 号  

 

 議会議員の定数及び任期の取扱いについて、次のとおり提案する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出 雲 地 区 合 併 協 議 会 

会長 西  尾  理  弘  

  

 議会議員の定数及び任期の取扱いについて【継続協議】 

（協議第 8 号 新市議会制度検討小委員会付託） 

 合併協定項目９．議会議員の定数及び任期の取扱いについては、次の

とおりとする。 

 

１ 地方自治法第 91 条第 1 項及び第 2 項の規定に基づき、新市の議会議

員の定数は、３１人とする。ただし、市町村の合併の特例に関する法

律第 6 条第 1 項の規定を適用し、新市の設置後最初に行われる選挙に

より選出される議会の議員の定数は、４１人とする。 

 

２ 新市の設置後最初に行われる選挙に限り、公職選挙法第 15条第 6 項

及び公職選挙法施行令第 9 条の規定を適用し、合併前の全ての関係市

町の区域ごとに選挙区を設けるものとし、各選挙区において選挙すべ

き定数は、次のとおりとする。 

出雲市の区域 １８人 

平田市の区域  ７人 

斐川町の区域  ６人 

佐田町の区域  ２人 

多伎町の区域  ２人 

湖陵町の区域  ２人 

大社町の区域  ４人 
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協議第 42 号  

 

 国民健康保険事業の取扱い（その１）について、次のとおり協議する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出 雲 地 区 合 併 協 議 会 

会長 西  尾  理  弘  

 

国民健康保険事業の取扱い（その１）について（第 2 小委員会付託） 

 合併協定項目２１．国民健康保険事業の取扱い（その１）については、

次のとおりとする。 

 

１ 賦課形態 

賦課形態については、保険料とする。 

 

２ 国民健康保険料 

（１）賦課方式は、現行のとおり４方式とする。 

（２）保険料率については、次の事項を基本に調整する。  

医療分については、平成 16 年度は現行のとおりとする。平成 17

年度から均一賦課とするが、負担増加となる市町に配慮し、基金に

よる財政調整を行う。基金による財政調整は応益割に充当し、その

期間は新市の料率設定と合併時の基金保有額を考慮して決定する。 

介護分については、制度の趣旨、又地域実情に大きな差異がない

ことから、平成 16 年度は現行のとおりとし、平成 17 年度から新市

保険料率を設定し、均一賦課とする。 

（３）限度額は、現行のとおりとする。 

（４）本算定の時期は、出雲市、平田市及び湖陵町の例により調整す

る。 

（５）納付回数、納期は、湖陵町の例により調整する。なお仮算定は

行わない。 

（６）賦課割合については、現行のとおり、応能と応益の割合を可能

な限り５０対５０に近づけるよう平準化する。 

（７）保険料の軽減については、賦課割合に対して軽減割合が決まる

ことから、賦課割合とともに現行のまま新市に引き継ぐ。 
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３ 任意給付（出産育児一時金、葬祭費） 

出産育児一時金は、現行のとおり新市に引き継ぐ。 

葬祭費は、平田市、斐川町、佐田町及び大社町の例により合併時に

統一する。 

 

４ 国民健康保険運営協議会 

合併時に統一する。 

委員構成については、出雲市の例により統一する。 

委員定数、選任方法等は合併までに調整する。 

 

 

参考資料：別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10回協議会資料-44-



出
雲
地
区
合
併
協
議
会
事
務
局

 

出
 
雲
 
地
 
区
 
合
 
併
 
協
 
議
 
会
 
の
 
調
 
整
 
方
 
針
 

住
民
・福
祉
専
門
部
会
 健
康
・医
療
分
科
会
 １
―
１ 

協
議
項
目
 
国
民
健
康
保
険
事
業
の
取
扱
い
 

協
議
細
目
 
国
民
健
康
保
険
事
業
 

調
整
の
方
針
 
別
紙
の
と
お
り
 

現
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
況
 

調
整
の
具
体
的
内
容
 

１
．賦
課
形
態
（国
民
健
康
保
険
料
又
は
国
民
健
康
保
険
税
の
状
況
） 

保
険
料
と
し
て
取
扱
う
市
町
：平
田
市
、斐
川
町
、湖
陵
町
 

保
険
税
と
し
て
取
扱
う
市
町
：出
雲
市
、多
伎
町
、佐
田
町
、
大
社
町
 

 ２
 国
民
健
康
保
険
料
（税
） 

（保
険
料
（税
）は
平
成
１
４年
度
状
況
、そ
の
他
は
平
成
１
５年
度
状
況
） 

区
  
  
  
  
 
分
 

出
雲
市
 

平
田
市
 

斐
川
町
 

佐
田
町
 

多
伎
町
 

湖
陵
町
 

大
社
町
 

所
得
割
額
 
課
税
所
得
に
対
し
て
 

５
．
５％
 

５．
３
％
 

４．
５
９％
 

５
．５
１％
 

５
．３
９％
 

６
．６
９％
 

５．
２
％
 

資
産
割
額
 
当
該
年
度
の
固
定
資
産
税
 
２
２．
７％
 

１
１．
８
％
 

２
１．
０
８％
 

３
３．
５
４％
 

３
４．
５
３％
 

４
６．
７
３％
 

２
９．
８
％
 

均
 等
 割
 
被
保
険
者
１
人
当
た
り
 

３
０,
６
０
０円
 

２
３,
８
０
０円
 

２
８,
８
０
０円
 

２
２,
３
０
０円
 

２
４,
５
７
０円
 

２
７,
８
７
３円
 

２
８,
８
０
０円
 

医 療 分 

平
 等
 割
 
１
世
帯
当
た
り
 

２
５,
５
０
０円
 

２
１,
７
０
０円
 

２
６,
０
７
６円
 

１
９,
１
０
０円
 

２
０,
３
２
０円
 

２
４,
５
５
６円
 

２
４,
０
０
０円
 

所
得
割
額
 
課
税
所
得
に
対
し
て
 

０
．
７％
 

０．
７
６％
 

０．
５
７％
 

０
．６
７％
 

０
．６
８％
 

０
．８
３％
 

０
．６
８％
 

資
産
割
額
 
当
該
年
度
の
固
定
資
産
税
 

４
．
４％
 

２．
４
４％
 

３．
９
７％
 

６
．８
４％
 

７
．９
６％
 

８
．８
３％
 

６
．０
８％
 

均
 等
 割
 
被
保
険
者
１
人
当
た
り
 

６,
８
０
０円
 

５,
９
０
０円
 

６,
２
０
４円
 

５
,６
０
０円
 

５
,６
５
０円
 

６
,２
８
０円
 

５
,９
０
０円
 

保 険 料 （ 税 ） 

介 護 分 

平
 等
 割
 
１
世
帯
当
た
り
 

３,
９
０
０円
 

３,
７
０
０円
 

３,
７
５
６円
 

３
,３
０
０円
 

３
,４
１
０円
 

３
,６
３
３円
 

４
,９
０
０円
 

医
療
分
 
最
高
限
度
額
 

５
３
０,
０
０
０円
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

限
 度
 額
 
介
護
分
 
最
高
限
度
額
 

８
０,
０
０
０円
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

本
 
算
 
定
 
の
 
時
 期
 

本
算
定
７月
 

本
算
定
７
月
 

本
算
定
８
月
 

本
算
定
９
月
 

本
算
定
８
月
 

本
算
定
７
月
 

本
算
定
８
月
 

第
 
１
期
 

 ７
/１
６～
 
７
/３
１ 
  
 
５月
末
日
 
  
 
４月
末
日
 
 
４/
１～
 ４
/３
０ 
 
４/
１～
 ４
/３
０ 
 
７
/１
５～
 ７
/３
１ 
 
４/
１
６～
 ４
/３
０ 

第
 
２
期
 

 ８
/１
６～
 
８
/３
１ 
  
 
６月
末
日
 
  
 
５月
末
日
 
 
７/
１～
 ７
/３
１ 
 
８/
１～
 ８
/３
１ 
 
８
/１
５～
 ８
/３
１ 
 
６/
１
６～
 ６
/３
０ 

第
 
３
期
 

 ９
/１
６～
 
９
/３
０ 
  
 
７月
末
日
 
  
 
６月
末
日
 
 
９/
１～
 ９
/３
０ 
 
９/
１～
 ９
/３
０ 
 
９
/１
５～
 ９
/３
０ 
 
８/
１
６～
 ８
/３
１ 

第
 
４
期
 

１
０/
１
６～
１
０/
３
１ 
  
 
８月
末
日
 
  
 
７月
末
日
 
１
１/
１～
１
１/
３
０ 
１
１/
１～
１
１/
３
０ 
１
０/
１
５～
１
０/
３
１ 
１
０/
１
６～
１
０/
３
１ 

第
 
５
期
 

１
１/
１
６～
１
１/
３
０ 
  
 
９月
末
日
 
  
 
８月
末
日
 
 
１/
１～
 １
/３
１ 
 
１/
１～
 １
/３
１ 
１
１/
１
５～
１
１/
３
０ 
１
１/
１
６～
１
１/
３
０ 

第
 
６
期
 

１
２/
１
６～
１
２/
２
７ 
  
１
０月
末
日
 
  
 
９月
末
日
 
 
３/
１～
 ３
/３
１ 
 
３/
１～
 ３
/３
１ 
１
２/
１
５～
１
２/
３
０ 
１
２/
１
６～
１
２/
３
１ 

第
 
７
期
 

 １
/１
６～
 
１
/３
１ 
  
１
１月
末
日
 
  
１
０月
末
日
 
 

 
 
１
/１
５～
 １
/３
１ 
 
２/
１
６～
 ２
/２
８ 

第
 
８
期
 

 ３
/１
６～
 
３
/３
１ 
  
１
２月
末
日
 
  
１
１月
末
日
 
 

 
 
２
/１
５～
 ２
/末
 
 
３/
１
６～
 ３
/３
１ 

第
 
９
期
 

 
  
 
１月
末
日
 
  
１
２月
末
日
 
 

 
 
３
/１
５～
 ３
/３
１ 
 

第
１
０期
 

 
  
 
２月
末
日
 
  
 
１月
末
日
 
 

 
 

 

第
１
１期
 

 
  
 
３月
末
日
 
  
 
２月
末
日
 
 

 
 

 

納
  
  
 
期
 

第
１
２期
 

 
 

  
 
３月
末
日
 
 

 
 

 
 

１ 
賦
課
形
態
 

賦
課
形
態
に
つ
い
て
は
、
保
険
料
と
す
る
。 

  ２ 
国
民
健
康
保
険
料
 

国
民
健
康
保
険
料
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。 

 （１
）賦
課
方
式
は
、
現
行
の
と
お
り４
方
式
と
す
る。
 

  （２
）保
険
料
率
に
つ
い
て
は
、
次
の
事
項
を
基
本
に
調
整

す
る
。
 
 

   
 医
療
費
分
に
つ
い
て
は
、
平
成
16
年
度
は
現
行
の
と

お
り
と
る
。
平
成
17
年
度
か
ら
均
一
賦
課
と
す
る
が
、負

担
増
加
と
な
る
市
町
に
配
慮
し
、
基
金
に
よ
る
財
政
調

整
を
行
う
。
基
金
に
よ
る
財
政
調
整
は
応
益
割
に
充
当

し
、そ
の
期
間
は
新
市
の
料
率
設
定
と
合
併
時
の
基
金

保
有
額
を
考
慮
し
て
決
定
す
る
。
 

介
護
分
に
つ
い
て
は
、制
度
の
趣
旨
、
又
地
域
実
情

に
大
き
な
差
異
が
な
い
こ
と
か
ら、
平
成
16
年
度
は
現

行
の
と
お
り
と
し、
平
成
17
年
度
か
ら
新
市
保
険
料
率

を
設
定
し
、均
一
賦
課
と
す
る
。
 

  （３
）限
度
額
は
、現
行
の
と
お
り
と
す
る。
 

  （４
）本
算
定
の
時
期
は
、
出
雲
市
、
平
田
市
、
湖
陵
町
の

例
に
よ
り
調
整
す
る
。
 

  （５
）納
付
回
数
、
納
期
は
、
湖
陵
町
の
例
に
よ
り
調
整
す

る
。
な
お
仮
算
定
は
行
わ
な
い
。 
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出
雲
地
区
合
併
協
議
会
事
務
局

 

出
 
雲
 
地
 
区
 
合
 
併
 
協
 
議
 
会
 
の
 
調
 
整
 
方
 
針
 

住
民
・福
祉
専
門
部
会
 健
康
・医
療
分
科
会
 １
―
２ 

協
議
項
目
 
国
民
健
康
保
険
事
業
の
取
扱
い
 

協
議
細
目
 
国
民
健
康
保
険
事
業
 

調
整
の
方
針
 
別
紙
の
と
お
り
 

現
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
況
 

調
整
の
具
体
的
内
容
 

 

区
  
  
  
  
 
分
 

出
雲
市
 

平
田
市
 

斐
川
町
 

佐
田
町
 

多
伎
町
 

湖
陵
町
 

大
社
町
 

均
等
割
７
０％
減
額
 

前
年
度
総
所
得
が
、市
（町
）民
税
の
基
礎
控
除
額
（３
３万
円
）を

超
え
な
い
世
帯
 

平
等
割
７
０％
減
額
 

均
等
割
５
０％
減
額
 

前
年
度
総
所
得
が
、
｛基
礎
控
除
額
（３
３万
円
）
＋
（２
４万
５千
円

 
世
帯
主
を
除
く被
保
険
者
数
）｝
を
超
え
な
い
世
帯
 

平
等
割
５
０％
減
額
 

均
等
割
２
０％
減
額
 

保 険 料( 税) の 軽 減 

前
年
度
総
所
得が
、
｛基
礎
控
除
額
（３
３万
円
）
＋
（３
５万
円
 

世
帯
の
被
保
険
者
数
）｝
を
超
え
な
い
世
帯
 

平
等
割
２
０％
減
額
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

 ３
 任
意
給
付
（出
産
育
児
一
時
金
、葬
祭
費
） 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

（平
成
１
４年
度
給
付
状
況
） 

区
  
  
  
分
 

出
雲
市
 

平
田
市
 

斐
川
町
 

佐
田
町
 

多
伎
町
 

湖
陵
町
 

大
社
町
 

件
  
  
 数
 

１
１
９ 

２
７ 

２
４ 

１
 

４
 

８
 

１
２ 

１件
当
た
り
支
給
額
 

３
０
０千
円
 

３
０
０千
円
 

３
０
０千
円
 

３
０
０千
円
 

３
０
０千
円
 

３
０
０千
円
 

３
０
０千
円
 

出
産
育
児
一
時
金
 

給
  
付
  
額
 

３
５,
７
０
０千
円
 

８
,１
０
０千
円
 

７,
２
０
０千
円
 

３
０
０千
円
 

１
,２
０
０千
円
 

２,
４
０
０千
円
 

３
,６
０
０千
円
 

件
  
  
 数
 

４
６
９ 

１
８
８ 

１
０
９ 

３
２ 

３
７ 

４
０ 

１
３
０ 

１件
当
た
り
支
給
額
 

２
０千
円
 

３
０千
円
 

３
０千
円
 

２
５千
円
（３
０千
円
） 

２
０千
円
 

１
５千
円
 

３
０千
円
 

葬
  
 祭
  
 費
 

給
  
付
  
額
 

９
,３
８
０千
円
 

５
,６
４
０千
円
 

３,
２
７
０千
円
 

８
０
０千
円
 

７
４
０千
円
 

６
０
０千
円
 

３
,９
０
０千
円
 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

  
  
  
※
（ 
）は
Ｈ
１
５年
度
 

 ４
 国
民
健
康
保
険
運
営
協
議
会
 

区
  
  
  
 
分
 

出
雲
市
 

平
田
市
 

斐
川
町
 

佐
田
町
 

多
伎
町
 

湖
陵
町
 

大
社
町
 

委
 員
 定
 数
 

１
５人
 

９
人
 

９人
 

９
人
 

９人
 

９
人
 

１
５人
 

被
保
険
者
を
代
表
す
る
委
員
 

４
人
 

３
人
 

３人
 

３
人
 

３人
 

３
人
 

５
人
 

国
民
健
康
保
険
医
又
は
薬
剤
師
を
代
表
す
る
委
員
 

４
人
 

３
人
 

３人
 

３
人
 

３人
 

３
人
 

５
人
 

公
益
を
代
表
す
る
委
員
 

４
人
 

３
人
 

３人
 

３
人
 

３人
 

３
人
 

５
人
 

委 員 構 成 

被
用
者
保
険
等
保
険
者
を
代
表
す
る
委
員
 

３
人
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

  

所
 
得
 
割
 

36
.9
5%
 

45
% 

40
% 

40
% 

40
% 

40
% 

38
.8
2%
 

応
 能
 割
 
資
 
産
 
割
 
49
.7
4%
 
12
.7
9%
 
50
% 

5%
 
50
% 
10
% 
50
% 
10
% 
50
% 
10
% 
50
% 
10
% 
49
.3
6%
 
10
.5
4%
 

均
 
等
 
割
 

35
.2
3%
 

35
% 

35
% 

35
% 

35
% 

35
% 

35
.2
2%
 

医 療 分 

応
 益
 割
 
平
 
等
 
割
 
50
.2
6%
 
15
.0
3%
 
50
% 
15
% 
50
% 
15
% 
50
% 
15
% 
50
% 
15
% 
50
% 
15
% 
50
.6
4%
 
15
.4
2%
 

所
 
得
 
割
 

37
.8
5%
 

45
% 

40
% 

40
% 

40
% 

40
% 

38
.3
6%
 

応
 能
 割
 
資
 
産
 
割
 
49
.2
8%
 
11
.4
3%
 
50
% 

5%
 
50
% 
10
% 
50
% 
10
% 
50
% 
10
% 
50
% 
10
% 
51
.1
7%
 
12
.8
1%
 

均
 
等
 
割
 

35
.5
5%
 

35
% 

35
% 

35
% 

35
% 

35
% 

30
.2
5%
 

賦
課
割
合
 

介 護 分 

応
 益
 割
 
平
 
等
 
割
 
50
.7
2%
 
15
.1
7%
 
50
% 
15
% 
50
% 
15
% 
50
% 
15
% 
50
% 
15
% 
50
% 
15
% 
48
.8
3%
 
18
.5
8%
 

 （６
）賦
課
割
合
に
つ
い
て
は
、
現
行
の
と
お
り、
応
能
と

応
益
の
割
合
を
可
能
な
限
り
５
０対
５
０に
近
づ
け
る

よ
う
平
準
化
す
る
。 

 （７
）保
険
料
の
軽
減
に
つ
い
て
は
、
賦
課
割
合
に
対
し

て
軽
減
割
合
が
決
ま
る
こ
と
か
ら、
賦
課
割
合
と
と
も

に
現
行
の
ま
ま
新
市
に
引
き
継
ぐ
。 

          ３
 任
意
給
付
（出
産
育
児
一
時
金
、葬
祭
費
） 

出
産
育
児
一
時
金
は
、
現
行
の
と
お
り
新
市
に
引
き

継
ぐ
。
 

葬
祭
費
は
、
平
田
市
、
斐
川
町
、
佐
田
町
及
び
大
社

町
の
例
に
よ
り
合
併
時
に
統
一
す
る
。 

     ４
 国
民
健
康
保
険
運
営
協
議
会
 

合
併
時
に
統
一
す
る
。
 

委
員
構
成
に
つ
い
て
は
、
出
雲
市
の
例
に
よ
り
統
一

す
る
。
 
委
員
定
数
、
選
任
方
法
等
は
合
併
ま
で
に
調
整
す

る
。
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国民健康保険の税と料  

 
１ 二 方 式（「税 」と「料 」）存 在の 経 緯  
昭和１３年   国保制度創設 

※当初は任意の国保組合、非営利社団法人による医療保険方式 
  ↓ 
昭和２３年   国保法全面改正（新国保法誕生） 

※市町村公営、強制加入制度に改正 
  ↓ 
昭和２６年   地方税法の改正、「国民健康保険税」創設 

※税の義務観念による徴収成績の向上が期待 
↓ 
現  在    「税」方式採用市町村 → ９０．３２％（平成１３年度末現在） 
 
合併協議会の構成市町においては、「税」方式が４市町（出雲市・佐田町・多伎町・大社町）

であり、「料」方式が３市町（平田市・斐川町・湖陵町）。 
 
 

２ 「税 」と「料 」の 比 較  
（１）「税」と「料」の相違点（主なものの抜粋：詳細別資料 1） 

 税 料 

根 拠 法 地方税法 国民健康保険法 

賦 課 権 の 期 間 制 限 ３年 ２年 

徴 収 権 等 消 滅 時 効 ５年 ２年 

徴 収 権 の 優 先 順 位 国税と同順位 国税及び地方税に次ぐ 

徴 収 実 績 （徴 収 率 ） ※徴収率の比較は、Ｐ４９のとおり 

 
 （２）いずれかの方式を採用した場合の課題・問題点等 

 課題・問題点等 

税方式採用 
（料→税） 

ア 住民の理解が必要 
    →強制的徴収観念による抵抗大。税の必然性の明確化 
イ 「賦課徴収」と「給付」の二元管理 
    →意思決定の二分化。保険者機能の分断化 

料方式採用 
（税→料） 

ア 徴収率低下等への懸念。 
    →徴収実績等では大差なし。問題なしか。 
イ 組織体制の懸念 
    →意思決定の一本化、保険者機能の強化推進が可能 
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保険税 と保険料の相違点  

区 分 保険税 保険料 

根 拠 法 地方税法 国民健康保険法 

課 税 団 体 

（ 保 険 者 ） 

市町村、特別区 

（地法第７０３条の４①） 

市町村、特別区、国民健康保険組合 

（国保法第３条） 

標準課税（賦課）総額 
地方税法に規定 

（地法第７０３条の４②） 

国保法施行令に規定 

（国保令第２９条の５①） 

課 税 限 度 額 
５３万円以内 

（地法第７０３条の４⑰） 

５３万円以内 

（国保令第２９条の５①②） 

税 （ 料 ） 率 

条例で規定（税準則第３条～第５条の２） 

税率の決定、変更の場合も都道府県知事へ

の協議は不要。 

市町村長が告示（料準則第１８条③） 

税率の決定、変更の場合は都道府県知事へ

の協議が必要（国保法第１２条） 

低所得者に対する軽減 
地方税法及び地方税法施行令に算定根拠を

示す（地法第７０３条の５、地令第５６条の８９） 

国保法施行令に規定 

（国保令第２９条の５③） 

徴 収 の 方 法 地方税法の規定による（地法第７０６条） 地方自治法の規定による（地治法第２３１条） 

徴 収 の 特 例 

（仮 徴 収 制 度 等 ） 

地方税法の規定により条例で定める（地法第

７０６条の２、７０６条の３、税準則第９条の２、

第９条の３） 

国民健康保険法の規定により条例で定める

（国保法第８１条） 

徴 収 手 続 

地方税法の規定による（地法第７０６条） 地方自治法、地方自治法施行令及び条例の

規定による（自治法２３１条、自治令第１５４

条、料準則第２３条） 

課 税 （賦 課 ）権 の 

期 間 制 限 
３年（地法第１７条の５） ２年（国保第１１０条） 

徴収権及び還付請求 

権 の 消 滅 時 効 
５年（地法第１８条、第１８条の３） 同上 

徴 収 権 の 優 先 順 位 
国税及び他の地方税と同順位であり、他の全

ての債権又は公課に優先する（地法第１４条） 

先取特権の順位は国税及び地方税に次ぐ

（自治法第２３１条の３③） 

不 服 申 立 て 
課税団体に対する異議申立て（地法第１９条） 国保審査会に対する審査請求（国保法第９１

条） 

要 約 

○  保険料の賦課権及び還付請求権は、２年を経

過したとき時効により消滅するが 、保険税の課税

権の期間制限は、原則として法定納期限の翌 日

から起算 して３年、還付請求権はその請求をする

ことができる日から５年を経過したときに時効により

消滅する 

○ 保険料の滞納処分は、地方自治法の規定によ

るので、徴収金の先取特権の順位は国税及び地

方 税に次ぐものとされているが、保険税にあって

は、国税及び他の地方税と同順位であり、他の全

ての債権又は公課に優先することとなる 

○  保険税では、所得割額の算定方法として３方式

が定められているが、保険料では、５方式（３方式

の他に市町村民税方式、住民税方式）認められて

いる。 

 

○  保 険 税 の 徴 収 は 、徴 税 吏 員 に 限 ら れ て い る が 、

保 険 料 の 徴 収 は 、会 計 職 員 が 行 う の で 、吏 員 以 外

の 者 （雇 用 、 嘱 託 等 ）で も 徴 収 事 務 を 行 う こ と が で

き る 。  
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２市５町徴収率比較  

平成１３年度決算ベース 

（単位：％） 

税方式採用 料方式採用 
年度 

出雲市 多伎町 佐田町 大社町 １市３町 平田市 斐川町 湖陵町 １市２町 
２市５町 

１３ 95.51 99.85 99.64 98.02 96.24 96.97 98.31 97.12 97.62 96.70 

１２ 45.60 4.123 65.41 29.58 22.82 41.75 26.02 

１１ 12.43 25.13 39.22 6.77 25.82 13.31 31.21 

１０ 11.77 ― ― 1.58 5.30 8.43 69.26 

９ 8.53 ― ― 1.76 23.34 6.94 10.67 

８ 5.16 10.01 ― 12.41 

滞繰分 

― 13.97 ― 

滞繰分 

 

 

市町村合併 に伴 う賦 課 方 式の調 整 状 況（平 成 １１年 以 降） 

 

      合併調整後              合併前の状況 

合併期日 

 

《参考》 「税」「料」各方式採用保険者数の推移 

 

区 分 平成９年度  増減  平成１３年度 

税方式の採用 2,942団体 ９０．４７％  △１３  2,929団体 ９０．３２％ 

料方式の採用 310団体 ９．５３％  ＋４  314団体 ９．６８％ 

合 計 3,252団体   △９  3,243団体  

 

13.01.01 新潟市 新潟市 黒崎町   

13.01.21 西東京市 田無市 保谷市   税方式 

15.04.01 呉市  呉市 下浦刈町  料方式 

15.04.01 新居浜市 新居浜市 別子村  

16.04.01 静岡市 

 

静岡市 清水市  

 

 

11.04.01 篠山市 篠山町 西紀町  丹南町 今田町  

13.04.01 潮来市 潮来市 牛堀町   

13.05.01 さいたま市  大宮市 浦和市  与野市  

13.11.15 大船渡市 大船渡市 三陸町   

14.04.01 さぬき市 津田町 大川町  志度町 寒川町 長尾町  

14.04.01 久米島市 仲里村 具志川村 

14.11.01 つくば 市 つくば市  茎崎町  

 

15.02.03 福山市 福山市 内海町  新市町  

15.03.01 南部町 南部町 富沢町   

15.03.01 廿日市市 廿日市市 佐伯市  吉和村 

15.04.01 加美町 中新田町 小野田町 宮崎町 

 

15.04.01 神流町 万場町 中里町   

15.04.01 南アルプス市  八田町 白根町  芦安村 若草町 櫛形町 甲西町 

15.04.01 山県市 高富町 伊自良村 美山町 

15.04.01 大崎上島町  大崎町 東野町  木江町 

15.04.01 東かがわ市  引田町 白鳥町  大内町 

 

15.04.01 宗像市 宗像市 玄海町   

15.04.01 あさぎり町  

 

上村町 免田町  岡原村 須恵村 深田村  
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「税」 と 「料」 の比較        徴収率等大差なし 

 
国保のあり方           本則は「保険料」 

 
「料」方式への移行         全国的な流れ 

 
  ※ H 1 1 .７月                           ※ H 1 1 年 以 降 の 市 町 村 合 併 で は 、枠 内 に  

「国 民 健 康 保 険 税 の 保 険 料 移 行 に                「税 」「料 」双 方 の 方 式 が 混 在 す る場 合 の  

関 す る検 討 会 」報 告                         全 て が「料 」方 式 に 移 行 ＜ Ｐ４９参 照 ＞  

  

新新市市ににおおけけるる国国保保ののあありり方方   

 
・医療保険である国保の本来の姿 
・意思決定の一本化による統一的事業運営 

                            ↓ 
                       保険者機能の強化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※組織体制の概念図 

給  付 
                                                統 一 的 事 業 運 営  

賦  課            徴  収 
給付と賦課の連携 
賦課と徴収の連携 
徴収と給付の連携 

治療・給付 
賦課・納付 
滞納・督促 

 
 

住     民 

 

介護保険 
も含める。 
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H
１
７
　
（
基
金
か
ら
２
.５
億
、
応
益
割
に
充
当
）

新
市
必
要
額
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3
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6
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＝
（
Ｂ
　
3
,7
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,0
93
,0
66
円
 -
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25
0
,0
00
,0
00
円
）

総
所
得
等

料
率
【額
】

賦
課
割
合
　
％

所
得
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 Ｂ
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0
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①
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Ｂ
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%
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58

＝
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2
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%
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割
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合
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7
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,3
58

＝
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41
0
円

10
0.
0%

基
　
　
金

2
5
0
,0
0
0
,0
0
0

4,
77
5
円

調
定
総
額

被
保
険
者
数

③
一
人
当
た
り

調
定
総
額
 5
3
.6
：
4
6.
4

④
Ｈ
１
５
年
度
実
績
③
－
④
　
差

1,
81
4
,9
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,8
73
円

 
2
5,
69
3
人

＝
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8
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9
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,8
00
円
△
1
1,
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円
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5
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,7
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円

 
7,
73
8
人

＝
6
7,
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2
円

6
7
,4
11
円

44
1
円

6
9,
69
7
,7
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円
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28
4
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＝
5
4,
28
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円

4
9
,4
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円
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78
3
円

7
7,
44
1
,6
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41
9
人

＝
5
4,
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5
円

5
5
,1
88
円
△
61
3
円
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0
,7
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,3
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円

 
2,
00
4
人

＝
5
5,
28
0
円
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6
,2
48
円
△
1
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8
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5
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円

 
5,
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1
人

＝
6
1,
34
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円

6
6
,0
72
円
△
4,
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1
円

3,
47
7
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,3
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円

 
5
2,
35
8
人

＝
6
6,
41
0
円

6
9
,8
41
円
△
3,
43
1
円
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0
,0
00
,0
00
円

 
5
2,
35
8
人

＝
4,
77
5
円

－
0円

　
　
　
　
↑
　
新
市
必
要
額
　
（数
値
合
わ
な
い
の
は
端
数
処
理
の
た
め
。
）

H
１
８
 　
（
基
金
か
ら
1
.5
億
円
、
応
益
割
に
充
当
）

A
　
新
市
必
要
額

3
,6
5
1
,0
0
4
,2
8
8
　
（
Ｂ
　
3
,8
01
,0
04
,2
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円
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 Ｃ
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0
,0
00
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00
円
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総
所
得
等

料
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】

賦
課
割
合
　
％

所
得
割
額
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5
,0
4
3
,2
3
5
,0
0
0

＝
4
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0
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＝
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①
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能
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1
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4
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＝
Ｂ
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／
２
）

5
2
.1
%

均
等
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額
②
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5
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5
1
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＝
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等
割
額
②
*
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5
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5
0
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＝
2
1,
81
1
円
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②
応
益
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計
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Ｂ
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／
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②
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＝
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円
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0.
0%

基
　
　
金
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0
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円
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定
総
額
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険
者
数

③
一
人
当
た
り

調
定
総
額
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2
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：
4
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9

④
Ｈ
１
５
年
度
実
績
③
－
④
　
差

1,
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4
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91
円

 
2
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人

＝
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円
△
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円
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0
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0
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基
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基
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佐
　
　
田
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→
　
　

多
　
　
伎
　
　
町
　
　
　
→
　
　

湖
　
　
陵
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大
　
　
社
　
　
町
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出
　
　
雲
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平
　
　
田
　
　
市
　
　
　
→
　
　

斐
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→
　
　

多
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出
　
　
雲
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大
　
　
社
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計

佐
　
　
田
　
　
町
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斐
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町
　
　
　
→
　
　

佐
　
　
田
　
　
町
　
　
　
→
　
　

基
金
を
応
益
割
に
充
当
し
た
場
合
の
各
市
町
１
人
当
た
り
調
定
額

湖
　
　
陵
　
　
町
　
　
　
→
　
　

出
　
　
雲
　
　
市
　
　
　
→
　
　

　
基
　
　
金

多
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陵
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→
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社
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→
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→
　
　

斐
　
　
川
　
　
町
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一
人
当
た
り
調
定
額
推
計
 　
５
億
を
充
当
　
（
応
益
割
に
充
当
）

調
定
額

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
15
実
績

7
0,
63
8
円
7
1,
81
5
円
7
1
,9
97
円

6
2,
11
9
円
6
3,
45
0
円
6
3
,8
01
円

6
7,
85
2
円
6
8,
92
6
円
6
9
,0
35
円

5
4,
28
2
円
5
6,
47
2
円
5
7
,6
62
円

5
4,
57
5
円
5
6,
19
6
円
5
6
,8
03
円

5
5,
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0
円
5
6,
72
2
円
5
7
,1
42
円

6
1,
34
1
円
6
3,
21
9
円
6
4
,0
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円

新
市

6
6,
41
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円
6
7,
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3
円
6
8
,0
62
円
6
9
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円
6
8,
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9
円

6
9,
84
1
円
※
１

新
市
料
率
に
な
る
と
保
険
料
額
が
上
が
る
市
町

※
１
　
Ｈ
１
５
賦
課
実
績
（
７
市
町
分
）
の
１
人
当
た
り
調
定
額

出
雲
市

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

多
伎
町

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

新
市

7
0,
63
8
円
7
1,
81
5
円
7
1
,9
97
円
7
3
,0
22
円
7
2,
26
0
円

新
市

5
4
,5
75
円
5
6
,1
96
円
5
6,
80
3
円
5
8,
26
1円

5
7,
89
6円

H
15
実
績

7
4,
10
4
円
7
4,
10
4
円
7
4
,1
04
円
7
4
,1
04
円
7
4,
10
4
円

H
15
実
績

5
5
,1
88
円
5
5
,1
88
円
5
5,
18
8
円
5
5,
18
8円

5
5,
18
8円

平
田
市

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

湖
陵
町

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

新
市

6
2,
11
9
円
6
3,
45
0
円
6
3
,8
01
円
6
4
,9
78
円
6
4,
39
8
円

新
市

5
5
,2
80
円
5
6
,7
22
円
5
7,
14
2
円
5
8,
41
6円

5
7,
86
3円

H
15
実
績

7
3,
80
0
円
7
3,
80
0
円
7
3
,8
00
円
7
3
,8
00
円
7
3,
80
0
円

H
15
実
績

6
6
,2
48
円
6
6
,2
48
円
6
6,
24
8
円
6
6,
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8円

6
6,
24
8円

斐
川
町

H
17

H
18

H
19

H
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H
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町

H
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H
18

H
19

H
20

H
21

新
市

6
7,
85
2
円
6
8,
92
6
円
6
9
,0
35
円
6
9
,9
61
円
6
9,
16
2
円

新
市

6
1
,3
41
円
6
3
,2
19
円
6
4,
08
1
円
6
5,
81
1円

6
5,
69
7円

H
15
実
績

6
7,
41
1
円
6
7,
41
1
円
6
7
,4
11
円
6
7
,4
11
円
6
7,
41
1
円

H
15
実
績

6
6
,0
72
円
6
6
,0
72
円
6
6,
07
2
円
6
6,
07
2円

6
6,
07
2円

佐
田
町

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

新
市

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

新
市

5
4,
28
2
円
5
6,
47
2
円
5
7
,6
62
円
5
9
,7
42
円
5
9,
97
6
円

新
市

6
6
,4
10
円
6
7
,7
33
円
6
8,
06
2
円
6
9,
22
8円

6
8,
60
9円

H
15
実
績

4
9,
49
9
円
4
9,
49
9
円
4
9
,4
99
円
4
9
,4
99
円
4
9,
49
9
円

H
15
実
績

6
9
,8
41
円
6
9
,8
41
円
6
9,
84
1
円
6
9,
84
1円

6
9,
84
1円

5
5,
18
8
円

6
6,
24
8
円

6
6,
07
2
円

出
雲
市

平
田
市

斐
川
町

佐
田
町

多
伎
町

湖
陵
町

大
社
町

7
4,
10
4
円

7
3,
80
0
円

6
7,
41
1
円

4
9,
49
9
円

7
3
,0
22
円
7
2,
26
0
円

6
4
,9
78
円
6
4,
39
8
円

6
9
,9
61
円
6
9,
16
2
円

5
9
,7
42
円
5
9,
97
6
円

6
5
,8
11
円
6
5,
69
7
円

5
8
,2
61
円
5
7,
89
6
円

5
8
,4
16
円
5
7,
86
3
円

一
人
当
た
り
調
定
額
比
較
（出
雲
市
）

65
,0
00
円

70
,0
00
円

75
,0
00
円

80
,0
00
円

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
1
5
実
績

新
市

一
人
当
た
り
調
定
額
比
較
（平
田
市
）

60
,0
00
円

65
,0
00
円

70
,0
00
円

75
,0
00
円

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
1
5実
績

新
市

一
人
当
た
り
調
定
額
比
較
（斐
川
町
）

60
,0
00
円

65
,0
00
円

70
,0
00
円

75
,0
00
円

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
1
5
実
績

新
市

一
人
当
た
り
調
定
額
比
較
（佐
田
町
）

45
,0
00
円

50
,0
00
円

55
,0
00
円

60
,0
00
円

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
15
実
績

新
市

一
人
当
た
り
調
定
額
比
較
（多
伎
町
）

50
,0
00
円

55
,0
00
円

60
,0
00
円

65
,0
00
円

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
1
5
実
績

新
市

一
人
当
た
り
調
定
額
比
較
（湖
陵
町
）

55
,0
00
円

60
,0
00
円

65
,0
00
円

70
,0
00
円

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
1
5
実
績

新
市

一
人
当
た
り
調
定
額
比
較
（大
社
町
）

60
,0
00
円

65
,0
00
円

70
,0
00
円

75
,0
00
円

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
1
5
実
績

新
市

60
,0
0
0
円

65
,0
0
0
円

70
,0
0
0
円

75
,0
0
0
円

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
15
実
績

新
市

財
政
調
整
案
（
均
一
賦
課
）
イ
メ
ー
ジ

＜
前
提
＞

○
　
財
政
調
整
期
間
　
：
　
H
17
度
か
ら
３
か
年
間

○
　
基
金
補
填
総
額
　
　
　
　
：
　
５
億
円

　
　
　
　
　
　
　
　
H
17
度
基
金
補
填
額
　
：
　
２
億
５
千
万
円

　
　
　
　
　
　
  
　
H
18
度
基
金
補
填
額
　
：
　
１
億
５
千
万
円

　
　
　
　
　
　
　
　
H
19
度
基
金
補
填
額
　
：
　
１
億
円

第10回協議会資料-52-



協 議第 66 号  

 

 各種事務事業（新エネルギー・省エネルギー関係）の取扱いについて、

次のとおり協議する。 

 

  平成１５年９月２６日 

 

出 雲 地 区 合 併 協 議 会 

会長 西  尾  理  弘  

 

 各種事務事業（新エネルギー・省エネルギー関係）の取扱いについて

（第 1 小委員会付託） 

 合併協定項目２４．各種事務事業（新エネルギー・省エネルギー関係）

の取扱いについては、次のとおりとする。 

 

１ 新エネルギービジョン・省エネルギービジョン 

  新エネルギービジョン及び省エネルギービジョンについては、合併

時に策定されている市町の計画を参考に、新市において新たにビジョ

ンを策定する。 

 

２ 新エネルギー関係事業・施設 

  新エネルギー関係事業及び施設については、現行のとおり新市に引

き継ぐ。ただし、複数市町にある同一事業については、新市において

調整する。 

 

 

参考資料：別紙のとおり 
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出
雲
地
区
合
併
協
議
会

の
調
整
方
針
 

出
雲
地
区
合
併
協
議
会
事
務
局
 

総
務
企
画
専
門
部
会
企
画
広
報
分
科
会
 
№
１
－
１
 

協
議
項
目
 
各
種
事
務
事
業
（
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
）
の
取
扱
い
に
つ
い
て
 

協
議
細
目
 
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
 

調
整
の
方
針
 

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
及
び
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
に
つ
い
て
は
、
合
併
時
に
策
定
さ
れ
て
い
る
市
町
の
計
画
を
参
考
に
、
新
市
に
お
い
て
新
た
に
ビ
ジ
ョ
ン
を
策
定
す
る
。
 

現
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

況
 

出
雲

市
 

平
田

市
 

斐
川

町
 

佐
田

町
 

≪
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

平
成
１
５
年
度
策
定
予
定
 

≪
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

平
成
１
５
年
度
策
定
予
定
 

≪
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

平
成
１
５
年
度
策
定
予
定
 

≪
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

平
成
15
年
2
月
策
定
(新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
補
助
事
業
）
 

本
町
に
豊
富
に
存
在
す
る
森
林
資
源
、
ま
た
、
畜
産
糞
尿
等
バ
イ
オ
マ
ス
を
利
用

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
環
境
に
優
し
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
構
築
を
進
め
る
と
と
も
に
太
陽

光
、
温
度
差
な
ど
様
々
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
利
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
「
地
球
に
優
し

い
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
を
確
立
す
る
」
こ
と
を
目
指
す
。
 

○
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

・
公
共
施
設
や
野
菜
ハ
ウ
ス
等
へ
の
チ
ッ
プ
ボ
イ
ラ
ー
や
ペ
レ
ッ
ト
ボ
イ
ラ
ー

の
導
入
と
家
庭
用
ペ
レ
ッ
ト
ス
ト
ー
ブ
導
入
の
促
進
 

・
ペ
レ
ッ
ト
製
造
の
事
業
化
の
検
討
 

○
バ
イ
オ
ガ
ス
利
用
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

・
バ
イ
オ
ガ
ス
（
畜
産
糞
尿
等
）
プ
ラ
ン
ト
事
業
化
の
検
討
 

・
生
ゴ
ミ
を
利
用
し
た
手
づ
く
り
の
バ
イ
オ
ガ
ス
の
設
置
等
の
検
討
 

○
太
陽
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

・
学
校
や
町
営
住
宅
へ
の
太
陽
熱
利
用
機
器
、
太
陽
光
発
電
の
導
入
 

・
町
民
へ
の
太
陽
熱
利
用
、
太
陽
光
発
電
の
普
及
支
援
 

○
ゆ
か
り
館
新
エ
ネ
・
省
エ
ネ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

・
温
泉
の
排
湯
等
を
利
用
し
た
温
度
差
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
や
湯
の
加
温

の
た
め
の
チ
ッ
プ
ボ
イ
ラ
ー
の
導
入
 

・
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
改
修
の
実
施
 

≪
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

該
当
な
し
 

≪
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

該
当
な
し
 

≪
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

該
当
な
し
 

≪
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

該
当
な
し
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出
雲
地
区
合
併
協
議
会

の
調
整
方
針
 

出
雲
地
区
合
併
協
議
会
事
務
局
 

総
務
企
画
専
門
部
会
企
画
広
報
分
科
会
 
№
１
－
２
 

協
議
項
目
 
各
種
事
務
事
業
（
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
）
の
取
扱
い
に
つ
い
て
 

協
議
細
目
 
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
 

調
整
の
方
針
 

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
及
び
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
に
つ
い
て
は
、
合
併
時
に
策
定
さ
れ
て
い
る
市
町
の
計
画
を
参
考
に
、
新
市
に
お
い
て
新
た
に
ビ
ジ
ョ
ン
を
策
定
す
る
。
 

現
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

況
 

多
伎

町
 

湖
陵

町
 

大
社

町
 

調
整
の
具
体
的
内

容
 

≪
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

平
成
13
年
2
月
策
定
(新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
補
助
事
業

）
 

環
境
や
生
態
系
に
や
さ
し
い
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
っ
て
町
の
活
動
が
行

わ
れ
る
と
と
も
に
、
人
々
の
暮
ら
し
や
産
業
活
動
に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
環
境

保
全
に
つ
い
て
の
意
識
が
根
付
い
て
い
る
「
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
タ
ウ
ン
・
た
き
」

を
目
指
す
。
 

○
海
風
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

・
道
の
駅
キ
ラ
ラ
多
伎
周
辺
や
手
引
ケ
丘
公
園
周
辺
又
は
洋
上
に
お

け
る
風
力
発
電
導
入
と
可
能
性
の
検
討
 

○
太
陽
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

・
町
内
で
３
０
％
普
及
し
て
い
る
太
陽
熱
の
利
用
拡
大
 

・
太
陽
光
発
電
の
公
共
施
設
へ
の
導
入
と
全
町
へ
の
普
及
 

○
子
ど
も
未
来
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

・
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
つ
い
て
体
験
・
学
習
で
き
る
施
設
の
建
設
 

○
水
資
源
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

・
マ
イ
ク
ロ
水
力
発
電
の
検
討
 

○
エ
コ
・
カ
ー
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
 

・
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
動
車
の
導
入
・
普
及
 

○
調
査
研
究
活
動
 

・
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普
及
啓
発
活
動
 

・
森
林
バ
イ
オ
・
有
機
廃
棄
物
の
活
用
に
向
け
た
調
査
研
究
 

≪
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

未
策
定
 

≪
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

未
策
定
 

≪
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

平
成
14
年
3
月
策
定
（新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・産
業
技
術
総
合
開
発
機
構
補
助
事
業

） 

公
共
施
設
で
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
や
地
域
住
民
へ
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

意
識
の
啓
発
及
び
普
及
な
ど
を
図
っ
て
い
く
。
 

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
と
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
の
効
率
的
、
効
果
的

な
組
み
合
わ
せ
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
及
び
環
境
問
題
へ
の
対
策
を
展
開
し

て
い
く
。
 

○
学
校
・家
庭
・
公
共
施
設
で
の
省
エ
ネ
活
動
 

○
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
の
た
め
の
組
織
化
 

≪
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

該
当
な
し
 

≪
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
≫
 

該
当
な
し
 

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
及
び
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
に
つ
い
て
は
、
合
併
時
に
策
定

さ
れ
て
い
る
市
町
の
計
画
を
参
考
に
、
新
市
に

お
い
て
新
た
に
ビ
ジ
ョ
ン
を
策
定
す
る
。
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出
雲
地
区
合
併
協
議
会

の
調
整
方
針
 

出
雲
地
区
合
併
協
議
会
事
務
局
 

総
務
企
画
専
門
部
会
企
画
広
報
分
科
会
 
№
２
－
１
 

協
議
項
目
 
各
種
事
務
事
業
（
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
）の
取
扱
い
に
つ
い
て
 

協
議
細
目
 
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
事
業
・
施
設
 

調
整
の
方
針
 

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
事
業
・
施
設
に
つ
い
て
は
、
現
行
ど
お
り
新
市
に
引
継
ぐ
。
た
だ
し
、
複
数
市
町
に
あ
る
同
一
事
業
に
つ
い
て
は
、
新
市
に
お
い
て
調
整
す
る
。
 

現
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

況
 

出
雲

市
 

平
田

市
 

斐
川

町
 

佐
田

町
 

≪
事
業
≫
 

○
太
陽
光
発
電
補
助
事
業
 

一
般
家
庭
用
の
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
設
置
補
助
 

実
施
時
期
：
平
成
１
６
年
度
よ
り
実
施
予
定
 

         

≪
事
業
≫
 

○
住
宅
用
太
陽
光
発
電
導
入
促
進
事
業
 

（
財
）
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
財
団
の
補
助
を
受
け
た
住
宅

用
太
陽
光
発
電
施
設
を
設
置
す
る
市
民
を
対
象
 

補
助
額
：
９
万
円
／
kW
（
上
限
４
kW
）
 

（
内
県
補
助
金
額
４
５
，
０
０
０
円
）
 

実
施
時
期
：
平
成
１
５
年
６
月
 

 ○
廃
食
油
Ｂ
Ｄ
Ｆ
化
事
業
 

家
庭
、
公
共
施
設
、
直
接
搬
入
さ
れ
る
廃
食
油
を
精

製
し
、
ご
み
収
集
車
の
燃
料
と
し
て
使
用
 

（
平
成
１
４
年
度
実
績
：
２
２
．
８
ｋｌ
） 

 

≪
事
業
≫
 

現
在
計
画
中
 

          

 

≪
事
業
≫
 

現
在
計
画
中
 

          

 

≪
施
設
≫
 

○
風
力
発
電
等
（
売
電
）施
設
 

風
力
発
電
シ
ス
テ
ム
を
２
基
設
置
 

（現
在
故
障
に
よ
り
休
止
状
態
）
 

○
マ
イ
ル
ド
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車
 

市
長
公
用
車
：
平
成
１
４
年
度
購
入
（ク
ラ
ウ
ン
）
 

○
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車
 

公
用
車
：平
成
１
４
年
購
入
（プ
リ
ウ
ス
）
 

○
出
雲
科
学
館
 

・太
陽
光
発
電
 
（施
設
利
用
） 

 

≪
施
設
≫
 

○
マ
イ
ル
ド
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車
 

・
市
長
公
用
車
：
平
成
１
４
年
度
購
入
（ク
ラ
ウ
ン
）
 

○
宍
道
湖
西
岸
利
便
施
設
 

・
小
規
模
太
陽
光
発
電
（
売
電
実
績
１
．
５
kW
）
 

≪
施
設
≫
 

○
環
境
学
習
セ
ン
タ
ー
 

・
太
陽
光
発
電
装
置
 
２
．
８
８
ｋ
ｗ
/
ｈ
 

平
成
１
５
年
３
月
１
日
電
力
受
給
契
約
締
結

（中
国
電
力
） 

単
価
：１
ｋ
Ｗ
ｈ
当
り
２
０
円
４
０
銭
（従
量
B
）
 

期
間
：平
成
15
年
3
月
1
日
～
平
成
16
年
3
月
31
日
 

 

≪
施
設
≫
 

該
当
な
し
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出
雲
地
区
合
併
協
議
会

の
調
整
方
針
 

出
雲
地
区
合
併
協
議
会
事
務
局
 

総
務
企
画
専
門
部
会
企
画
広
報
分
科
会
 
№
２
－
２
 

協
議
項
目
 
各
種
事
務
事
業
（
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
）の
取
扱
い
に
つ
い
て
 

協
議
細
目
 
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
事
業
・
施
設
 

調
整
の
方
針
 

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
事
業
・
施
設
に
つ
い
て
は
、
現
行
ど
お
り
新
市
に
引
継
ぐ
。
た
だ
し
、
複
数
市
町
に
あ
る
同
一
事
業
に
つ
い
て
は
、
新
市
に
お
い
て
調
整
す
る
。
 

現
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

況
 

多
伎

町
 

湖
陵

町
 

大
社

町
 

調
整
の
具
体
的
内

容
 

≪
事
業
≫
 

○
住
宅
用
太
陽
光
発
電
導
入
促
進
事
業
 

多
伎
町
住
宅
用
太
陽
光
発
電
導
入
促
進
事
業
補
助
金
交
付
要

綱
 

補
助
額
：１
ｋ
W
あ
た
り
１
８
０
，
０
０
０
円
 

（
内
県
補
助
金
額
４
５
，
０
０
０
円
） 

実
施
時
期
：
平
成
１
５
年
４
月
 

 ○
風
の
子
楽
習
館
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
体
験
学
習
事
業
 

○
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
展
開
催
 

（新
エ
ネ
ル
ギ
ー
財
団
の
事
業
活
用
）
 

 

≪
事
業
≫
 

該
当
な
し
 

       

 

≪
事
業
≫
 

該
当
な
し
 

       

 

≪
施
設
≫
 

○
キ
ラ
ラ
ト
ゥ
ー
リ
マ
キ
風
力
発
電
所
 

風
力
発
電
機
２
基
（デ
ン
マ
ー
ク
製
８
５
０
ｋ
W
）
 

発
電
所
出
力
１
，
７
０
０
ｋ
W
 

平
成
１
５
年
２
月
２
４
日
電
力
受
給
契
約
締
結

（中
国
電
力
） 

単
価
：
１
ｋ
Ｗ
ｈ
当
り
１
１
円
５
０
銭
 

期
間
：
平
成
１
５
年
２
月
２
４
日
～
平
成
３
０
年
２
月
２
３
日
 

 ○
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車
 

公
用
車
：平
成
１
３
年
度
導
入
 

 ○
風
の
子
楽
習
館
（平
成
１
５
年
１
０
月
竣
工
予
定
）
 

・風
力
発
電
（３
５
ｋ
Ｗ
２
基
）
 

・太
陽
光
発
電
（
４
ｋ
Ｗ
）
 

・太
陽
熱
利
用
（
集
熱
面
積
４
㎡
）
 

公
園
内
利
用
、
余
剰
電
力
売
電
（平
成
１
５
年
９
月
～
） 

≪
施
設
≫
 

該
当
な
し
 

≪
施
設
≫
 

該
当
な
し
 

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
事
業
・
施
設
に
つ
い
て

は
、
現
行
ど
お
り
新
市
に
引
継
ぐ
。
た
だ
し
、
複

数
市
町
に
あ
る
同
一
事
業
に
つ
い
て
は
、
新
市

に
お
い
て
調
整
す
る
。
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